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�愛媛県告示第１６１号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６２号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療所の名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器・小腸機能障害 内 科

社会福祉法人恩賜
財団済生会西条病
院

南 尚 佳 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 平成
１８年２月１日

心臓・じん臓・呼吸器機能障
害 〃 医療法人順天会放

射線第一病院 北 条 聡 子 今治市北日吉町一丁目１０番５０号 〃

心 臓 ・ じ ん 臓 機 能 障 害 〃 〃 脇 坂 智代子 〃 〃

聴覚・平衡・音声、言語又は
そしゃく機能障害 耳鼻咽喉科 住 友 別 子 病 院 藏 野 晃 治 新居浜市王子町３番１号 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科
社会福祉法人恩賜
財団済生会今治病
院

高 杉 茂 樹 今治市喜田村七丁目１番７号 〃

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

大 下 祐 次 宇和島市立吉田病院 宇和島市吉田町北小路甲
２１７番地 愛媛県立南宇和病院 南宇和郡愛南町城辺甲２４

３３番地１
平成１８年
１月１日

西 脇 幹 雄 愛媛県立南宇和病院 南宇和郡愛南町城辺甲２４
３３番地１ 市立八幡浜総合病院 八幡浜市大平１番耕地６３

８番地 〃

宮 本 和 久 独立行政法人労働者健康
福祉機構愛媛労災病院

新居浜市南小松原町１３番
２７号 住 友 別 子 病 院 新居浜市王子町３番１号 平成１８年

１月２３日

西 岡 慎 人 〃 〃 〃 〃 〃

毎週（火・金）曜日発行 第１７３３号 平成１８年２月１０日

平成１８年２月１０日金曜日 第１７３３号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１６３号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ夏目Ａ 松山市夏目甲１００番 大規模小売店舗の名称 パルティ・フジ北
条Ａ

パルティ・フジ夏
目Ａ

平成１７年
６月１日

平成１８年
１月２３日

大規模小売店舗において小
売業を行う者 株式会社フジ 株式会社フジ、株

式会社大創産業

大規模小売店舗において小
売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

パルティ・フジ夏目Ｂ 松山市夏目甲７９番１
外 大規模小売店舗の名称 パルティ・フジ北

条Ｂ
パルティ・フジ夏
目Ｂ

平成１７年
６月１日

大規模小売店舗において小
売業を行う者 株式会社フジ

株式会社フジ、株
式会社三城、株式
会社フォトクリエ
イト、有限会社ヤ
マイチ、有限会社
永井商曾

大規模小売店舗において小
売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

パルティ・フジ夏目Ｃ 松山市夏目甲６７番１
外 大規模小売店舗の名称 パルティ・フジ北

条Ｃ
パルティ・フジ夏
目Ｃ

平成１７年
６月１日

大規模小売店舗において小
売業を行う者 株式会社フジ

株式会社メディコ
・二十一、株式会
社一六本舗、株式
会社ミトヨテクニ
カル

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

水 戸 毅 〃 〃 〃 〃 〃

堀 内 良 紀 〃 〃 〃 〃 〃

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療所の名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

心臓・じん臓・呼吸器・小腸
機能障害 内 科

社会福祉法人恩賜
財団済生会西条病
院

藤 堂 裕 彦 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 平成
１７年１２月３１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科
社会福祉法人恩賜
財団済生会今治病
院

藤 井 淳 一 今治市喜田村七丁目１番７号 平成
１８年１月２４日

愛 媛 県 報平成１８年２月１０日 第１７３３号
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ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１６５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

西条地方局産業経済部商工労政課並びに西条市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ東予Ｂ 西条市周布７１３番地
１外 廃棄物等の保管施設の位置 荷さばき施設西側 荷さばき施設南西

側
平成１７年
５月１日

平成１８年
１月１９日

駐輪場の位置 ２箇所 ４箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業

経済部商工労政課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１６６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ夏目Ｂ 松山市夏目甲７９番１
外 駐輪場の位置 店舗東側２箇所 店舗東側４箇所 平成１７年

６月１日
平成１８年
１月２３日

駐車場の自動車の出入口の
位置（店舗敷地東側出入口
１箇所）

店舗敷地東側
店舗敷地東側（既
存出入口より南側
に位置変更）

パルティ・フジ夏目Ｃ 松山市夏目甲６７番１
外

駐車場の自動車の出入口の
位置（店舗敷地北側・西側
出入口各１箇所）

・店舗敷地北側

・店舗敷地西側

・店舗敷地北側（
既存出入口より西
側に位置変更）
・店舗敷地西側（
既存出入口より南
側に位置変更）

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

愛 媛 県 報平成１８年２月１０日 第１７３３号
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�愛媛県告示第１６７号
西条市神戸土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・桜木地

区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条

第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・桜木地区）計画書の写し

� 西条市神戸土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年２月１３日から３月１０日まで

３ 縦覧場所

西条市役所

�������
�愛媛県告示第１６８号
西条市氷見土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・東新開地区）の

施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律

第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項

の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・東新開地区）計画書の写し

� 西条市氷見土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年２月１３日から３月１０日まで

３ 縦覧場所

西条市役所

�������
�愛媛県告示第１６９号
西条市禎瑞上部土地改良区から認可申請のあった新たな土

地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・相生地区）

の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法

律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・相生地区）計画書の写し

� 西条市禎瑞上部土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年２月１３日から３月１０日まで

３ 縦覧場所

西条市役所

�������
�愛媛県告示第１７０号
西条市氷見土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・蔵井（

１）地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（

昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法

第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・蔵井（１）地区）計画書の写し

� 西条市氷見土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年２月１３日から３月１０日まで

３ 縦覧場所

西条市役所

�������
�愛媛県告示第１７１号
今治市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・から池地区）の施行は、適当

と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第

９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定に

より、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・から池地区）計画書の写し

� 今治市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１８年２月１３日から３月１０日まで

３ 縦覧場所

今治市役所波方支所

経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成１８年２月１０日 第１７３３号
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�愛媛県告示第１７２号
今治市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・田中地区）の施行は、適当と

認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６

条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・田中地区）計画書の写し

� 今治市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１８年２月１３日から３月１０日まで

３ 縦覧場所

今治市役所大西支所

�������
�愛媛県告示第１７３号
今治市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・おといで地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・おといで地区）計画書の写し

� 今治市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１８年２月１３日から３月１０日まで

３ 縦覧場所

今治市役所大西支所
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�愛媛県告示第１７４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

西予市三瓶町垣生字ムカイ乙５５１の６１

２ 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため
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�愛媛県告示第１７５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町増穂丁９４５の１４７、丁９４５の１４８、丁９

４５の１４９、丁１０７５の１６３、丁１０７５の１６４

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

道路用地とするため
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�愛媛県告示第１７６号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

新居浜市光明寺２丁目乙８７の８

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

送電変電施設用地とするため
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�愛媛県告示第１７７号
次のように公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「

法」という。）第２条第１項の規定に基づく埋立ての免許の

出願があった。

法第３条第１項に規定する書面及び関係図書は、愛媛県庁

、今治地方局建設部及び上島町役場において告示の日から起

算して３週間公衆の縦覧に供する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 出願者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、

その代表者の氏名及び住所

越智郡上島町弓削下弓削２１０番

上島町

代表者 上島町長 上村俊之

越智郡上島町弓削下弓削１８５番５

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

越智郡上島町岩城６０１７番から同５８６６番までの地先公

有水面

イ 区域

次の１点から１５点までを順次直線で結んだ線並びに

１５点と１点を結ぶ平成１６年の秋分の満潮位（Ｄ．Ｌ．

＋３．４６メートル）の陸と公有水面との接する線により

囲まれた区域

基点（越智郡上島町字暮坂乙１５９２の２番内の国土地

理院「暮坂」四等三角点）は、北緯３４度１５分４７．２６４５

秒、東経１３３度９分３９．０７５０秒の地点

１点は、基点から真北４６度４９分２２秒２４３．２６メートル

の地点

２点は、１点から真北１３５度１３分０３秒３０．９２メート

愛 媛 県 報平成１８年２月１０日 第１７３３号
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ルの地点

３点は、２点から真北２２５度１３分０３秒０．６７メートル

の地点

４点は、３点から真北１３５度１３分０３秒４９．８０メート

ルの地点

５点は、４点から真北２２５度１３分０３秒０．０２メートル

の地点

６点は、５点から真北１３５度１３分０３秒２６．４０メート

ルの地点

７点は、６点から真北２２５度１３分０３秒０．０１メートル

の地点

８点は、７点から真北１３５度１３分０３秒８．８０メートル

の地点

９点は、８点から真北２２５度１３分０３秒９．３０メートル

の地点

１０点は、９点から真北１３５度１３分０３秒０．０３メートル

の地点

１１点は、１０点から真北２２５度１３分０３秒１８．４７メート

ルの地点

１２点は、１１点から真北２２５度１３分０３秒４５．７６メート

ルの地点

１３点は、１２点から真北１３５度１３分０３秒１．１７メートル

の地点

１４点は、１３点から真北４５度１３分０３秒０．６７メートルの

地点

１５点は、１４点から真北１３５度１３分０３秒２．６２メートル

の地点

ウ 面積

９，２３０．５９平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

越智郡上島町岩城６０１７番から同５８６６番までの地先公

有水面及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＨ点までを順次直線で結んだ線及びＨ

点とＡ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（越智郡上島町字暮坂乙１５９２の２番内の国土地

理院「暮坂」四等三角点）は、北緯３４度１５分４７．２６４５

秒、東経１３３度９分３９．０７５０秒の地点

Ａ点は、基点から真北４５度３８分４２秒２４３．１７メートル

の地点

Ｂ点は、Ａ点から真北４５度１３分１１秒１００．００メートル

の地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北１３５度１３分０３秒１７２．１２メート

ルの地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北２２５度１３分０３秒１２８．４７メート

ルの地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北３１５度１３分０３秒３６．００メート

ルの地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北２２５度１３分０３秒１２５．９９メート

ルの地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北２２５度１３分０３秒１２．０１メート

ルの地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北３５６度０６分５２秒１１７．２２メート

ルの地点

ウ 面積

３１，７５７．５５平方メートル

３ 埋立地の用途

輸送用機械器具製造業用地 約９，２３０平方メートル

４ 出願年月日

平成１８年２月２日
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�愛媛県告示第１７８号
土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第３９条第１項の

規定により、次のとおり土地区画整理組合の事業計画の変更

を認可した。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 土地区画整理組合の名称、事務所の所在地及び設立認可

の年月日

� 土地区画整理組合の名称

大洲市東若宮土地区画整理組合

� 事務所の所在地

大洲市大洲６９０番地の１ 大洲市役所内

� 設立認可の年月日

平成１２年４月７日

２ 変更認可の年月日

平成１８年２月１０日

�愛媛県告示第１７９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１７松局建（開）第６８号

平成１８年１月２７日
伊予郡松前町大字北川原字向井７４番１

伊予郡松前町大字北川原７４番地３
栗 田 孝 男

１７松局建（開）第６９号

平成１８年１月２７日
伊予郡松前町大字筒井字上又９４７番４

松山市生石町６４９番地１１
有限会社不動産シスコ
代表取締役 藤 縄 武

愛 媛 県 報平成１８年２月１０日 第１７３３号
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県漁業取締船用燃料の購入（電子入札対象案件）

� 購入物品名及び予定数量

軽油（免税・ＪＩＳ Ｋ２２０４ ２号）

約６８８，０００リットル

� 購入物品の内容等

入札説明書による。

� 納入期間

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで

� 納入場所

今治港、松山港及び宇和島港の愛媛県漁業取締船桟橋

又は愛媛県が指定する愛媛県海域

� 入札方法

入札金額は、１００リットル当たりの単価で記載するこ

と。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金

額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「石油・燃料類」について

平成１６年度及び平成１７年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者のうち、次

の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 仕様書に定める納入期日に確実に納入できる体制が整

備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

電子入札による場合は、平成１８年３月１６日（木）の電

子入札システム稼動開始時刻（午前９時）から平成１８年

３月２３日（木）午後２時まで。

紙入札方式による場合は、２�の証明書類提出後から
平成１８年３月２３日（木）午後２時まで。

� 入札説明書の交付方法

� 入札情報公開システム

http : //ebid-ppi.pref.ehime.jp/PPI_P/
� �に掲げる場所で交付する。

� 開札の日時及び場所

平成１８年３月２３日（木）午後２時１０分

愛媛県総務部管理局総務管理課入札室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５

条から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に

示した物品を納入できることを証明する書類を別途定め

る期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められ

た場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した

入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づ

いて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入

札金額及び電子くじ入力番号を入力の上、提出するこ

１７西建管第１３０８号

平成１８年１月２４日
西条市朔日市字船元７６０番１

西条市朔日市６６０番地
高 橋 敏 雄

１７松局建（開）第７０号

平成１８年１月３１日
伊予市上三谷字篠田甲４３２６番３

伊予市下吾川４０３番地１
藤 本 慎 二

１７宇局建（開）第１号

平成１８年２月２日

宇和島市大浦字新田甲２０８番１０１、甲２０８番１０２、甲２０８番１０３、甲２０８
番１０４及び甲２０８番１０５

宇和島市住吉町二丁目２番３５号
宇和島土地株式会社
代表取締役 松 浦 眞 義

愛 媛 県 報平成１８年２月１０日 第１７３３号
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 
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任 免 辞 令

と。

紙入札方式による場合は、入札書を直接又は郵便（

書留郵便に限る。）により提出すること。

� 詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the product to be purchased：
Light Oil（tax exempted，JIS K２２０４No．２）approximately

６８８，０００L
� Time limit of tender：２：００ p．m．，２３March２００６
� For further information，please contact： Supplies
Procurement Section，General Administration Division，
General Affairs Department，Ehime Prefectural Government，
４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan
TEL０８９―９１２―２１５６
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歯科技工士試験の実施について

歯科技工法の一部を改正する法律（昭和５７年法律第１号）

附則第２条の規定により、平成１８年歯科技工士試験を次のと

おり実施する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の場所

� 学説試験

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第一別館１１階会議室

� 実地試験

伊予郡砥部町高尾田５４３番地

愛媛県立歯科技術専門学校

２ 試験の日時

� 学説試験

平成１８年３月２日（木）午前９時

� 実地試験

平成１８年３月３日（金）午前８時３０分

３ 受験願書の提出期間

平成１８年２月１３日（月）から２０日（月）まで。ただし、

郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付

ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県保健福祉部管理局保健福祉課医療対策室

�公営企業任免辞令
１月３１日

愛媛県技術吏員 越 智 朋 子

願により本職を免ずる

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があったので、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年２月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年１月２７日 ＮＰＯ法人
ＴＩＥＳ２１えひめ 宮 内 美 博 松山市山越四丁目５番３５号 この法人は、地球の住民をはじめ自治会や

企業、各種団体等と連携し、公園や都市施
設の街づくりや管理運営に、住民の意見や
参加を促進するための技術的支援や参加を
行うと共に、公共や様々な組織と協働の理
念を持ち、個性あふれる地域文化を育みな
がら都市施設や緑の創出を目指し、地域住
民をはじめ広範な人々に対し、生活の質の
向上と心の充実、文化の豊かなまちの創出
、ボランティア精神の育成や組織の養成、
社会福祉活動などの社会貢献を、実践・普
及・調査研究・提言活動を地域住民の参加
と協働により、ボランティア精神で実施し
、文化の豊かな地域の創造に寄与し協働社
会の構築に寄与することを目的とする。

平成１８年２月１０日 印刷
平成１８年２月１０日 発行
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